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研究成果の概要（和文）：　都市経済学の分野では、都市形成の理由や、都市問題解決の研究は、均衡都市形状
を分析することによって行われてきた。本研究では、企業の集積関数の仮定の設定に注目して、これらの研究を
拡張した。従前、数値モデルでしか検討されてこなかった、複数都心が発生する条件を、本モデルで解析的に示
した。
　また、実際の都市構造を調査するために、公示地価を用いた実証分析を行った。そのことによって、モデルの
パラメータの変化やオリンピックや大気汚染等の外的なインパクトが、複数都心構造をはじめとする複雑な都市
構造や地価分布を変化させるかについて明らかにすることができた。

研究成果の概要（英文）：The reasons of city formation and city problems solving have been studied by
 analyzing the equilibrium urban structure in the field of urban economics. We paid attention to 
setting of assumption of the agglomeration function of the firms and extended these studies by this 
research.　The condition that more than one centers of city considered by numerical models occur was
 showed analytically by this model.
     It was analyzed empirically using Official land prices in Japan to investigate actual urban 
structure. We made clear about whether change in the model parameters or external impact such as the
 Olympics and air pollution changed the urban structure and land value distribution.

研究分野：都市経済学
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１. 研究開始当初の背景 
都市一般均衡モデルを用いた均衡都市形
状の研究は、 都市計画学・都市経済学の立
場から 既に研究がおこなわれている。 Ota 
and Fujita [2] は、 通勤コスト率と企業内通
信コスト率によって家計と企業のフロント
ユニット・バックユニットの 3 種のユニット
の分布の均衡解が 11 通りに分岐することを
示した。 また、それに先立ち、 Ogawa ら [1] 
は、単一中心都市仮説の元、企業の集積関数
を用いて、解析的に単一中心都市形状、数値
計算的に複数中心都市となるモデルについ
て分析し、企業間の通信費用率が距離に従っ
て逓減するケースでは均衡都市形状として
複数中心形状が現れることを確認している。
しかし、このモデルでは、企業間の通信コス
トが線形の場合には副都心は決して現れず、
「副都心がどういう場合に発生するのか」と
いうことを、内生的に、かつ、解析的に明快
に説明することには成功していない。 
 
２. 研究の目的 
都心を予め想定しない、同質的な土地に展
開される、都市の一般均衡モデルを用いて均
衡都市形状をミクロ経済的に分析する試み
は上記のいくつかの論文を除いてほとんど
みられない。その理由は、多くの試みにも関
わらず、従来のモデルの枠組みにおける集積
関数の強すぎる中心集積の力によって副都
心を生じさせることが極めて困難であった
ことが一つの原因である。その他にも、それ
ぞれの経済主体の行動は極めて単純であっ
たとしても、それぞれの経済主体間の相互作
用を取り扱わなければならないことと、同時
に、空間上にモデルを展開させているために、
多くの式とパラメータを含む均衡を達成さ
せるための解析的な計算が、極めて複雑で大
量となるためである。本研究では、この困難
を、数式計算ソフト(Mathematica 等)を最新
の計算機を用いることと、計算上の工夫で乗
り越えることが必要であると考えている。従
来の均衡都市モデルでの設定では、企業は他
のすべての企業と業務上のコミュニケーシ
ョンを行うという、極端な仮定が設けられて
おり、企業が都市内で分かれて立地するとい
う、いわゆる副都心の成立を極めて難しくし
ている。本研究では、新たに、都市における
主要な経済主体である企業の集積関数の仮
定の設定に注目し、この問題を克服する。そ
のため、企業間のコミュニケーションによる
メリットが負にならない距離内の企業との
みコミュニケーションを行うと仮定する。そ
の結果、この距離が短い場合、企業が複数の
クラスタに分かれて立地することが可能と
なり、複数都心が発生する。すなわち、企業
が他の企業とコミュニケーションを行うの
は、メリットが、そのメリットを得るのに必
要な通信費用を上回る場合に限られるとい
うことである。従来、この仮定を用いて分析

された均衡都市形状モデルは存在せず、本研
究は極めて独創的な研究といえる。予想され
る結果として、副都心の成立するパラメータ
空間が、解析的に、かつ、極めて明快に求め
られる。ここでは、従前のモデルの枠組みで
分析されてきた、様々なトピックの分析を、
再度、本研究の枠組みで分析し直すことによ
って、多くの新たな知見や、豊かな分析結果
を得ることができると予想される。 
また、本モデルの分析では、交通渋滞、過
密、環境悪化など、都市構造に起因する、様々
な都市問題解決のための均衡都市構造およ
び最適都市構造の解明を行うことが可能で
ある。例えば、大都市圏において、交通イン
フラの投資が少ないため、交通容量が不足し
交通渋滞が発生する。その場合、各主体にと
っての交通の私的費用が増加し、均衡におい
て、中心集積が進む。一方、社会的費用の増
加のため、土地利用は、副都心の発生を含む、
企業の分散立地形状が最適土地利用となり、
このような社会的厚生を考慮した都市問題
の解決に、本モデルは有効である。 
以上のような、均衡都市形状の理論的な分
析の結果、集積の効果による都市発生の原因
を、本モデルを用いて、説明することが可能
になる。例えば、都市が大きくなり、一つの
都心では集積の効果を十分に享受すること
ができなくなった場合、副都心が成立するの
と同じ原理で、新たな都市が他の場所で発生
する様子を、本モデルを用いて説明すること
ができる。さらに、中間財企業、最終財企業
など、企業の種類を増やすことによって、そ
れぞれ異なった集積関数を設定し、より現実
に即した都市構造の分析が可能になる。また、
モデルの全容解明には、都市構造の多様性と
ともに、多岐にわたるケースの発生が予想さ
れ、多くの実際の都市における都市構造の実
例の収集に基づいた分析を行う。モデルのフ
レームワークの妥当性検証や、現実に即した
パラメータ値の同定のために、都市土地利用
に関する土地利用データ収集や、主要都市に
おける労働賃金等に関する調査を世界の大
都市で行う。さらに、企業の集積の経済を享
受するときの行動を調査することによって、
中間財企業、最終財企業によって異なる集積
関数を設定する根拠を見出す。このことは、
産業組織論とも関連する内容である。労働賃
金や交通・通信のパラメータの仮定の妥当性
の検討についても、実際の都市での交通・通
信に関する調査が必要である。最後に、これ
からの都市政策の妥当性の検討を、均衡都市
形状や最適都市形状の分析を通じて、交通渋
滞の緩和、過密の防止、都市環境の改善等、
様々な都市問題解決について、都市全体の社
会厚生向上の観点から行う。 
 
３. 研究の方法 
本研究では、均衡都市形状モデルで想定さ
れる、企業、家計等の経済主体の行動、特に、
企業の集積関数を適切に設定し、均衡条件を



分析する、理論解析が中心となる。具体的に
は、式計算ソフト(Mathematica 等)を用いて、
均衡都市形状や最適都市形状を求めること
が中心となる。加えて、パラメータの同定に
必要な、国内外(主に先進工業国)の主要都市
における労働賃金、地代等の基本データの収
集と、企業と家計の立地パターンの調査を行
う。特に、企業の集積の動向が重要な調査項
目として挙げられる。 
完成したモデルを用いて、交通渋滞、過密、
環境悪化など、都市構造に起因する、様々な
都市問題解決のための均衡都市構造および
最適都市構造の解明を行い、今後の都市政策
の検討を社会厚生の向上の観点から行う。平
成 25 年度の計画は、都市空間経済システム
モデルで想定される、パラメータやモデルの
フレームワーク検証のために、国内外(主に
先進工業国)の主要都市における労働賃金、
地代等の基本データの収集と、企業と家計の
立地パターンの調査を行う。特に、企業の集
積関数の検討のために、実際の都市圏におけ
る企業の他の企業とのコミュニケーション
の実際のメリットや費用についての調査を
行う。近年の各パラメータの変化によって、
都市構造がどのように変化したかについて
も調査する。また、最終財生産企業は、生産
上必要な高度な情報を得るため、都心に集積
する傾向があることが理論上予想され、実際
の集積状況についても調査する。 
さらに、当該都市で都市問題解決のために、
実際に実施、あるいは計画されている政策に
ついても情報を収集する。年度の後半では、
主に、前述の小川・藤田モデル[1]と太田・
藤田モデル[2]の集積関数の書き換えを行う。
ここでは、中間財生産部門を、太田・藤田モ
デルにおけるバックオフィスに類似したも
のとして想定し、新設する。それに伴い、中
間財生産部門で働く単純労働者を想定し、最
終財生産を行う熟練労働者と区別する。それ
によって、2 種類の労働者が、都市内に立地
する場所が異なり、よりきめの細かい分析が
可能となる。この都市空間経済システムのモ
デル化にあたって、想定される経済主体や使
用するパラメータの検討、ある技術条件下
(交通技術、通信技術等)における都市圏の均
衡土地利用パターン変化の理論的分析を行
い、パラメータの変化による、企業の立地パ
ターンの変化によって、成立する均衡都市の
形状の可能性について検討を行う。 
また、最適な都市形状との比較から、どう
いう政策が有効であるかについて考察する。
特に、経済のグローバル化に伴って、単純労
働を必要とする中間財生産企業の海外移転
や、それに伴う、単純労働者の賃金と中間財
価格の低下が起こり、モデルにおいては、そ
れらのパラメータ値の低下によって、先進工
業国の都市構造が変化することが想定され
る。 
解析的な理論モデルにおいて、パラメータ
や、主体の数が少しでも増えると、計算量が

増加し、解くことが困難となる場合がある。
理論モデルに一般的なパラメータ値を代入
し、比較静学的な分析を行っても、複雑な経
済主体間の相互作用に基づく実際の都市の
挙動を再現することは難しい。 
一方、解析的な理論モデルをベースに持た
ない大規模なシミュレーションを構築し、ブ
ラックボックス的に数字合わせを試みる従
来のやり方では、出てきた結果の正当性を示
すことが極めて困難である。本研究では、
個々の経済主体は解析的な理論モデルと同
等の行動を行うと仮定してシミュレーショ
ンの基本構成要素を作成する。この工夫によ
って、限定的ながら、解析的なモデルの分析
結果と同等の結果を導くことも可能になる。 
以下、実際に行ったことを列挙する。 
 
(1) 解析用ソフトの改良: 前年度の解析ソ
フトでは、都市の構造式を手動で入力す
る必要があったが、追加のプログラミン
グを行うことにより、自動化し、分析の
効率化を試みる。また、グラフックスを
強化し、直感的なモデルの構造の改良の
助けになるように図の出力の改良を行
う。また、経済主体が平面上に分布する
都市への拡張も試みる。 

(2) パラメータ等の変化に対する都市の変
化: 分岐点を超えてパラメータを変化
させた場合の、都市の過渡的変化、変化
の速度に関して研究する。 

(3) 土地造成と企業誘致: たとえば海岸沿
いに都心があるような状態で埋め立て
など土地を新たに造成した場合、企業を
誘致するか否かで、最終的な均衡状態に
なったときの新たな土地に立地するユ
ニットの種類が変化しうる。つまり、都
心を新しい土地に移すかどうかを操作
しうる。また、元々どこに立地していた
企業を誘致したかによっても結果は変
化する。このような企業誘致と最終的な
都心の位置の関係について考察する。 

(4) 非対称な都市を表現するモデル: 非対
称な都市があらわれるように関数を変
更し、コストのパラメータ・都市サイズ
と非対称な都市出現の関係についての
知見を得る。具体的には、遠く離れた企
業同士は損得に無関係であるように利
得関数を設定する。 

(5) 土地に関する主要データの収集: 収集
される具体的なデータには、賃貸価格デ
ータや公示・基準をはじめとする各種地
価データ、企業立地のデータなどがある。 

(6) 調査対象地域の選定: 地代データの収
集、企業による土地利用の現地調査を行
う。主に、国内主要都市の調査と(福岡、
神戸)、海外では、各国の主要工業都市
フランス共和国(リヨン、マルセイユ)、
アメリカ合衆国 (シカゴ、シアトル等)
を想定している。 
 



４. 研究成果 
 本研究計画では、以下のことが明らかにな
った。 
 
(1) 「副都心がどういう場合に発生するの
か」ということを、内生的にかつ解析的
に明快に説明することができた。 

(2) 企業の集積関数の設定に原因があるこ
とが確認された。 

(3) それによって生じた新たな均衡都市形
状についての考察を行った。 

(4) 前項の成果をもとに、従来の様々なトピ
ックのモデルの再構築をし、 都市形成
の理由の解明や都市問題解決のための
都市構造の都市経済学的研究を行った。 

(5) 単一中心や複数都心が生じる理由を、 
内生的に、かつ、解析的に明快に説明し
た。 

(6) 都市形成の一般的な理由を解析的に、か
つ、明快に明らかにした。 

(7) 交通渋滞、過密、環境悪化など、都市構
造に起因する、様々な都市問題解決のた
めの均衡都市構造および最適都市構造
の解明を行った。 

(8) 現実の都市を 調査、分析することによ
って、モデル上のパラメータの変化が、
どのように作用して、副都心構造など、
複雑な都市構造を成立させるのかにつ
いて、実証を試みた。 
 
 研究成果(8)の実証研究では、ヘドニック
アプローチによる以下の 2種類の分析を行
った。 
一つ目の分析では、東京都特別区の 2007
年から 2012 年までの公示地価データを用
いて大気環境の価値を測定した。この研究
では、地価パネルデータを構築し、固定効
果のあるヘドニック価格関数を用いて窒素
酸化物(NOX)、浮遊粒子状物質(SPM)、非
メタン炭化水素(NMHC)の濃度が地価に与
える影響を検証し、3 つの汚染物質とも地
価に有意な負の影響を与えることが分かっ
た。また、持家率の高い地域ほど大気環境
への限界支払意思額(MWTP)が高くなるこ
とが確認できた。 
 さらに、2020年の夏季オリンピック・パ
ラリンピックの東京開催決定が、都市開発
や長期的な経済効果に対する期待の現在価
値による地価の上昇分として、選手村を中
心とするエリアでどの程度地価が上昇した
のかを計測することを目的に分析を行った。
本研究では、2010年から 2015年までの公
示地価の情報を用いて、2013 年 9 月の開
催結果直後に選手村を中心とする開催地域
の地価の上昇を測定した。推定の結果、
2015 年に、選手村付近では 8.0％、半径
12km 以内では平均で約 3.0％の地価上昇
が確認された。 
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